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１．はじめに 

深刻化している交通渋滞の問題に対し，従来から行わ

れてきた道路の量的拡張による対策は困難になってきて

いるため，既存道路の効率的な利用により渋滞を緩和す

る施策に期待が寄せられている． 

道路が最も効率的に利用されているネットワーク配

分状況は，一般に「システム最適状態」と呼ばれている．

これは道路ネットワーク全体を走行するドライバーの旅

行時間の総和が最小となる状態であり，この値が最小値

に近いほど，道路混雑が全体として減尐していることを

意味し，社会的に望ましい状態と言える．しかしながら，

システム最適状態は，取り立てて交通管理者の介入がな

ければ，その実現は難しい．なぜなら，個々のドライバ

ーが自らの旅行時間を利己的に，かつ，合理的に最小化

しようとした結果，実現しうるネットワーク配分状況は

「利用者均衡状態」であり，この状態がシステム最適状態

と一致するとは限らないことが数理的に明らかにされて

いるからである． 

この利用者均衡状態は，個々のドライバーが，自らの

旅行時間を利己的に，かつ，合理的に最小化しようとし

た結果実現する均衡解として導き出されるものである．

したがって，この利用者均衡状態がシステム最適状態と

乖離するという事実は，一人一人が十分に利己的で，合

理的であれば，全体としては非合理的な状態が達成され

てしまうという事実を意味している． 

利用者均衡状態とシステム最適状態の乖離を埋める

ための解決策として，最も効果的とされている代表的解

決策が“ロードプライシング”である．これは，「人間は

利己的で，かつ，合理的である」という前提に立った上

で，システム最適状態から常に過大に交通量が流れてい

る経路，区間等を利用する自動車に課金することを通じ

て，システム最適状態に近づけようとする施策である．

しかし，ロードプライシングは，“課金をする”という点

において利用者からの反発が強く，社会的受容性が著し

く低い施策として知られている．こうした背景から，こ

うした乖離の問題に対する現実的かつ効果的な解決策は，

見いだせていないものと考えられる． 

本研究では，このような問題に対する一つの解決策と

して，「公益情報の提供施策」の可能性を探る．ここに「公

益情報」とは，ネットワーク全体の総所要時間やCO2排

出量に関する情報などのように「社会全体の利益に関わ

る情報」を意味するものである．「人間は完全に利己的で，

かつ完全に合理的な存在なのではなく，公益に配慮する

社会的な動機を持つ倫理的な存在でもある」と仮定すれ

ば，公益情報の提供により，ドライバーの公益に資する

行動を増加させ，それを通じて生起する交通状態をシス

テム最適状態に近づけられる可能性があると考えられる． 

本研究は，室内経路選択実験により，上記可能性を検

証することを目的とするものである． 

 

２．仮説 

本研究では，前章で述べた問題意識を踏まえ，以下の

仮説を措定する． 

 

仮説：道路ネットワーク利用者に公益情報を提供するこ

とで，総走行時間の減尐に寄与する経路が選択される傾

向が増進し，それを通じて総走行時間が減尐する． 

 

本研究では，一般的な交通情報として提供されている

「所要時間情報」と「公益情報」を同時に提供する場合を

考える．具体的には以下の情報を経路選択実験内でドラ

イバーに提供する． 

 

所要時間情報 

ドライバーがその経路を選択したときに，そのドライ

バーの目的地までの所要時間（分）． 

公益情報 

・全体の遅れ時間情報 

ドライバーがその経路を選択したときに，ネットワ

ークを走行する全ての自動車の目的地までの所要時

間の総増加時間（分）． 

・CO2排出量情報 

ドライバーがその経路を選択したときい，ネットワ

ークを走行する全ての自動車の目的地までの所要時

間の合計が増加することに伴い，ネットワーク全体

から排出されるCO2排出量の総増加量（kg）． 

 

ここで，公益情報として提供する「全体の遅れ時間情

報」と「CO2 排出量情報」は，どちらも，ドライバーが
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ある経路を選択したときにネットワーク全体にどのよう

な影響が生じるか，に関する情報である．「CO2排出量情

報」としてドライバーに提供する情報の値は，「全体の遅

れ時間情報」として提供する情報の値を，CO2 排出量に

換算したものであり，同様の内容を表現の仕方を変えて

提供したものである． 

 

３．実験概要 

本研究では，室内実験により上述の仮説を検証する． 

実験は，PC 上に再現した図1に示す仮想道路ネットワー

クの分岐点において，分岐点から目的地までの走行経路

を 20人の被験者に選択させるものである．分岐点におい

ては，各経路に関する交通情報を提供する（図2）．交通

状況は，被験者の選択結果に依存し，同時に実験に参加

した被験者がどのような選択を行うかによって，生成さ

れる交通状況が異なるように設計した．具体的には，20

人の中から 3人ずつ順番に経路選択を行い，各被験者が

経路選択する際，分岐点では，その被験者以前に既に経

路選択を行った被験者の経路選択結果を基にした交通情

報を提供する．そして，20人全員が経路選択を終えた時

点で，各経路の選択者数合計から各経路の所要時間を算

出する．ただし，全員が経路選択を終えるまで，どの被

験者も目的地に到着せず，経路 1，2上を走行中であると

仮定する．このような「3人ずつ順番に経路選択を行い，

全員が経路選択を終えた時点で，各経路の所要時間を算

出する」という一連の流れを 1 回の試行とし，被験者の

経路選択の順番を変えながら，計 20 回の試行を繰り返し

た．なお，本実験プログラムは z-tree
1)を用いて作成した． 

 

 

 

 

 

 

図1 仮想道路ネットワーク 

図2 分岐点における交通情報の表示画面 

以降，本稿では，ある時点で経路 i を走行中である被

験者の数を，その時点での経路 i の「累積選択者数 Qi 

(i=1,2)」と定義する． 

3.1 所要時間の算出方法 

20 人全員が経路選択を終えた時点での Qi の値から，

毎回の経路 i の所要時間を算出する．所要時間の算出に

は，以下のBPR関数を用いる． 
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it ：経路 iの所要時間 

iot ：経路 iの自由旅行時間 

iC ：経路 iの交通容量 

iq ：経路 iの経路選択人数 

 , ：道路特性に関するパラメータ

 
 

(1)式で用いた諸設定値，各経路の道路特性を表すパラ

メータは，利用者均衡状態とシステム最適状態が乖離し

た状況を想定し，以下の表1のように設定した．この設

定のもとで，（20 人の被験者のうち）経路 1 を選択した

被験者数と，経路 1，2の所要時間および 20人の総走行

時間の関係は図3のようになる． 

表1 BPR関数における諸設定値 

 

 

 

 

 

 

 

図3 経路1の選択者数と各経路所要時間， 

総走行時間の関係 

 経路１ 経路２ 

toi 30 60 

Ci 15 20 

α 0.5 1.0 

β 4.5 10 

距離(km) 40 40 

目的地 分岐点 出発地 経路2 

経路1 

交通情報 

 

 

経路選択 

する被験者 
Q1 

Q2 



3.2 交通情報の算出方法 

分岐点で各被験者に提供される交通情報は，実験内で

内生的に算出される．算出式を以下に示す． 

所要時間情報の値 

経路iの所要時間情報の値は，被験者が経路選択する

時点での「累積選択者数+1（Qi+1）」の値を経路iのBPR

関数（(1)式）のqiに代入して算出する． 

CO2排出量情報の値 

経路 i のCO2排出量情報の値Ei (info) (kg)は，以下の

(2)~(4)式で算出する 2), 3)． 

iiiiii QeQQeE  )1()1((info)    (2) 

)1(0472.0786.2)1(  iiii QtQe    (3) 

itie  0472.0786.2          (4) 

全体の遅れ時間情報の値 

経路iの全体の遅れ時間情報Di (info)(分)は次式で算

出する． 

iiiiii QtQQtD  )1()1((info)     (5) 

3.3 実験群 

本研究では，実験群１を統制群とし，表2に示す3つの

実験群を設定した． 

表2 実験群 

  提供する情報 

実験群1 所要時間情報 

実験群2 所要時間情報＋CO2排出量情報 

実験群3 所要時間情報＋全体の遅れ時間情報 

 

４．実験結果 

被験者は，自動車運転免許を保有する京都大学の大学

生・大学院生 60 名であり，20 名ずつ無作為に 3 つの実

験群に分類し，2009 年 11月 19 日～12月 3日に，京都大

学内の実験室にて実験群ごとに実験を行った． 

4.1 実験の現実妥当性 

全被験者に対し，実験後にアンケートを実施し，実験

の現実妥当性に関して測定した．具体的には，『「実際に，

こういう状況にでくわした場合の，実際の選択」は，「今

回の実験調査での選択」と，だいたい同じものになると

思いますか？』という質問に対して，「1．そう思わない」

「2．尐しそう思う」「3．そう思う」の中から回答を要請

した．回答結果を以下の表3に示す．なお，縦軸は実験

群毎に被験者の回答番号の値を平均した値を示す． 

表3 実験の現実妥当性 

  実験群1 実験群2 実験群3 

平均 2.90 2.60 2.60 

標準偏差 0.31 0.60 0.68 

 

いずれの実験群も回答結果の平均が中央値である 2.5

を超えており，平均すると被験者は今回の実験で行った

経路選択と，実際に現実の状況で行う経路選択はだいた

い同じであると回答としていたことがわかる． 

4.2 仮説の検証 

本稿では，ネットワークの総走行時間の増加量が小さ

い方の経路を「公益経路」と呼称する．実験群 2と実験

群 3 では所要時間情報と公益情報を同時に提供している

が，全体の遅れ時間情報・CO2 排出量情報の値が小さい

経路は，本研究における公益情報の定義から，「公益経路」

に一致する．すなわち本実験内において，公益情報が推

奨する経路は公益経路である． 

また所要時間の小さい経路と公益経路が異なる経路

である状況を「trade-off」と呼称する．所要時間情報と公

益情報が推奨する経路が同一の場合，ほぼ全ての被験者

は推奨された経路を選択することが予想される．そのた

め，本研究では，trade-off の状況で各被験者が所要時間

の小さい経路と公益経路のどちらの経路を選択するかと

いう点に着目して分析を行う． 

図 4 および表 4 は，trade-off 時に各被験者が公益経路

を選択した割合の平均値を表している．図から「所要時

間情報のみ」を提供した実験群 1に比べて，「所要時間情

報＋公益情報」を提供した実験群 2 および実験群 3の方

が，公益経路選択割合が大きくなっていることがわかる．

また，統計的検定を行ったところ，実験群 1とその他の

実験群の間で，公益経路選択割合の平均に有意差（p < 

0.05）が示された． 

 

図4 公益経路選択割合の比較 

 

表4 公益経路選択割合の平均値 

  実験群1 実験群2 実験群3 

平均 0.07  0.45  0.55  

標準偏差 0.16  0.21  0.22  

 

次に，実験群毎に「総走行時間の平均」を算出した結

果を図5および表5に示す．ここで，総走行時間とは，

20人の経路選択の結果生じた交通状況において，そのと

きの各被験者の所要時間を合計した値である．各実験群

とも 20人の被験者が経路選択を行う試行を 1回として，

20回の試行を行っているため，ここでは試行 1回あたり



の平均を算出した．図から「所要時間情報のみ」を提供

した実験群 1に対して，「所要時間情報＋公益情報」を提

供した実験群 2および実験群 3 の方が，総走行時間の平

均が低くなっている傾向が読み取れる．ここで，「総走行

時間の平均」を従属変数とし，「実験群」を因子とした分

散分析（多重比較）を行った結果，実験群 1はその他の

実験群に比べて，総走行時間の平均が，有意（p < 0.05）

に低いことが示された．すなわち，所要時間情報に加え，

同時に公益情報を提供することで，総走行時間が有意に

減尐する可能性が示唆された． 

 

図5 総走行時間の比較 

 

表5 総走行時間の平均値 

  実験群1 実験群2 実験群3 

平均（分） 1237  1064  1015  

標準偏差（分） 99  75  33  

 

以上の実験結果は，仮説を支持する結果と言える． 

 

５．考察 

室内実験による仮説検証結果から，公益情報を提供す

ることで，総走行時間の減尐に寄与する経路が選択され

る割合が向上し，それを通じてネットワーク全体の道路

混雑が減尐し，交通状況が社会的に望ましい状態に近づ

く可能性が示唆された． 

道路混雑の解消施策として，道路の量的拡張等ハード

施策が物理的にも財政的にも困難となってきている現状

では，既存道路の効率的な利用を促すことで道路混雑を

緩和するソフト施策に期待が寄せられている．そのよう

なソフト施策では，現実に生起している交通状態をシス

テム最適状態に近づけることを目標としており，その中

でも従来から「ロードプライシング」が効果的な施策と

して注目を集めてきた．ロードプライシングは，ドライ

バーが利己的で合理的な判断基準により経路を選択する

ということを前提とした上で，混雑している特定の道路

の使用に対して課金をすることを通じてその道路の混雑

を緩和することを目標とする，ミクロ経済学的な解決策

である．しかしながら，社会的な受容性が著しく低い施

策であることも知られており，事実，実際に本格的なロ

ードプライシング導入に踏み切った都市は世界でも数カ

所に留まっており，日本国内においては未だかつて例が

ないというのが実情である． 

それに対して本研究の実験結果が示しているのは，ド

ライバーは完全に利己的で合理的な判断基準によって経

路を選択するわけではなく，公益にも配慮して経路を選

択する可能性である．すなわち，社会的受容性の低いロ

ードプライシングに頼らなくても，ただ単に公益に関す

る情報をドライバーに提供するだけで，一部のドライバ

ーの公益に配慮した行動を促し，それを通じて道路混雑

を減尐させられる可能性が示されたことを意味する． 

交通情報提供施策は，ドライバーの「自主的」な判断

に影響を及ぼすことで，自動車交通を時間的・空間的に

分散し道路混雑を解消する，ということを目標としてい

る．ドライバーが自主的に利用するか否かを決定できる

ことから，交通情報施策の社会的受容性は低くない．本

研究の仮説検証結果は，道路混雑を解消するための新た

な処方箋として「公益情報の提供」を行うことが有効で

ある可能性を示唆しているであろう． 

 

６．おわりに 

本研究では，道路混雑を解消し，交通状況を社会的に

望ましい状態，すなわちシステム最適配分に近づけるた

めに，公益情報の提供効果についての仮説検証を行った．

その結果，公益情報を提供した場合に交通状況がシステ

ム最適配分状態に近づく可能性が示唆された．しかし，

交通情報提供に関する既往研究において知見として得ら

れているように，ドライバーは経路選択を行う際，交通

情報だけでなく，自身の走行経験も判断材料として考慮

していることが考えられる．本研究では，交通情報の表

示内容以外の要因を制御するため，ドライバーが走行経

験を蓄積せず，交通情報のみを判断材料として経路選択

を行うことを仮定し，実験を行った．そのため，ドライ

バーが走行経験と交通情報の両方を考慮して経路選択を

行う状況で，公益情報の提供効果を把握することが今後

の課題の一つであると考えられる． 
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